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健 全 化 判 断 比 率 等 の 審 査 意 見 の 提 出 に つ い て 

 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第３ 条第１ 項及び第２ ２ 条第 1 項 

 

の規定によ り 、 令和５ 年度決算に基づく 神戸市健全化判断比率及び資金不足 

 

比率並び に そ の算定の基礎と な る 事項を 記載し た 書類を 審査し 、 次のと お り  

 

そ の意見を 提出し ま す。  
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凡 例 

 

１  文中で用いる金額は、 原則と し て表示単位の一つ下の位以下を 切り 捨てて 

いる。  

２  各表中の金額は、 原則と し て百円の位を 四捨五入し 千円単位で表示し た。  

し たがっ て、 合計と 内訳の計が一致し ない場合がある。  

３  各表中の比率は百分率で表示し 、 小数点以下第 2 位を 四捨五入し た。  

し たがっ て、 合計と 内訳の計が一致し ない場合がある。  

４  各表中の符号の用法は、 次のと おり である。  

｢0｣及び｢0. 0｣ --------- 該当数値はあるが、 単位未満のも の。  

             対前年度増減額、差引額及び率の場合は、零を 含む。 

  ｢－｣ ---------------- 該当数値なし 、 算出不能又は無意味のも の。  
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令和５年度決算に基づく神戸市健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 審 査 の 対 象 

１ 令和５年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及

び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

２ 令和５年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審 査 の 方 法 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定は法令等に基づいて適正に行われているか、算定の基礎

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかについて、算定過程における判断の妥当性を

含めて審査を行うため、決算書類、証書類、諸帳簿等との照合、責任者に対する質問等を行った。 

また、各比率については、年度比較による分析を行った。 

 

第３ 審 査 の 期 間  

令和６年６月３日～８月 26 日 

 

第４ 審 査 の 結 果 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

審査の概要は以下のとおりである。 
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１ 総括 

(1) 算定対象会計 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は第１表のとおりである。 

 

第 １ 表   健 全 化 判 断 比 率 等 の 対 象 会 計 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

市 営 住 宅 事 業 費

空 港 整 備 事 業 費

公 債 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費

駐 車 場 事 業 費

介 護 保 険 事 業 費

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費

市 場 事 業 費

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費

農 業 集 落 排 水 事 業 費

市 街 地 再 開 発 事 業 費

下 水 道 事 業 会 計

新 都 市 整 備 事 業 会 計

港 湾 事 業 会 計

自 動 車 事 業 会 計

高 速 鉄 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

阪神水道企業団

兵庫県後期高齢者医療広域連合

関西広域連合

神戸市道路公社

神戸市公立大学法人　

公立大学法人神戸市看護大学

地方独立行政法人神戸市民病院機構

損失補償を付している団体

反復・継続的な短期貸付を受けている団体

一部事務組合，広域連合

地方公社，第三セクター
など

一
般
会
計
等

一　　　般　　　会　　　計

そ
の
他
の
特
別
会
計

一般会計等以外の
特別会計のうち
公営企業に係る
特別会計以外の
特別会計

公営企業に係る
特別会計※1

法
非
適
用

法
適
用

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

資

金

不

足

比

率

※
2

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

 

 
 ※1 「法適用」は地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業、「法非適用」は「法適用」以外の 

公営企業である。 
 ※2  資金不足比率は公営企業ごとに算定される。 
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(2) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）」は、地方公共

団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、当比率に応じて財政の早期健全化及び財政

の再生並びに公営企業の経営の健全化を図るための計画を策定する制度を定めることなどにより地

方公共団体の財政の健全化に資することを目的として、平成 21 年４月１日から施行されている。 

健全化判断比率及び資金不足比率は、監査委員の審査を経て、議会への報告、公表が行われ、各

比率が早期健全化基準以上であれば財政健全化計画を、財政再生基準以上であれば財政再生計画を

議会の議決を経て定めなければならないこととなっている。 

 

(3) 健全化判断比率の状況 

令和５年度決算に基づく健全化判断比率の状況は、第２表のとおりである。 

 

第 ２ 表   健 全 化 判 断 比 率 の 状 況 

   

（単位 比率：％）

早期健全化 財政再生
基準 基準

実 質 赤 字 比 率 - -      11.25  20.00

連 結 実 質 赤 字 比 率 - -      16.25  30.00

実 質 公 債 費 比 率       4.9       4.8      25.0 35.0

将 来 負 担 比 率      62.6      60.9     400.0 －

財 政 指 標 令和4年度令和5年度

 

 

令和５年度決算において一般会計及び一般会計等に属する特別会計の実質赤字及び全会計の連結

実質赤字は生じていないことから、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されない。 

このほか、当年度の実質公債費比率は4.9％、将来負担比率は62.6％であり、いずれも早期健全化

基準を下回っている。 
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(4) 資金不足比率の状況 

令和５年度決算に基づく公営企業に係る特別会計の資金不足比率の状況は、第３表のとおりであ

る。 

第 ３ 表   資 金 不 足 比 率 の 状 況 

（単位 比率：％）

経営健全化
基準

市 場 事 業 費 - -

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 - -

農 業 集 落 排 水 事 業 費 - -

市 街 地 再 開 発 事 業 費 - -

下 水 道 事 業 会 計 - -

新 都 市 整 備 事 業 会 計 - -

港 湾 事 業 会 計 - -

自 動 車 事 業 会 計 19.4 19.1

高 速 鉄 道 事 業 会 計 - -

水 道 事 業 会 計 - -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 - -

　備考：経営健全化基準以上であれば経営健全化計画を策定。

20.0

令和4年度会　　計　　名 令和5年度

 
 

 

公営企業に係る特別会計 11 会計のうち、自動車事業会計において資金不足比率が算定されている

が、19.4％となり、経営健全化基準を下回っている。 
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２ 健全化判断比率 

(1)  実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な状

態で通常収入が見込まれる一般財源の規模）に対する比率であり、算定式は以下のとおりである。  

     

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
　実質赤字比率 ＝

 
      備考:1 実質赤字額=繰上充用額+支払繰延額+事業繰越額 

         2 標準財政規模=標準税収入額等+普通交付税+臨時財政対策債発行可能額 
 

当該比率は、一般会計等の実質収支額合計が赤字である場合に算定される。令和５年度決算に基づ

く一般会計等の実質収支額合計は第４表のとおり黒字であり、当該比率は算定されない。 

なお、当年度の一般会計の実質収支額は、15 億 1,442 万円の黒字であった。 

 

第 ４ 表   実 質 赤 字 比 率 の 状 況 

(単位　金額：千円、比率：％)

1,514,422 1,126,503 387,919

一 般 会 計 1,514,422 1,126,503 387,919

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ※ － － －

市 営 住 宅 事 業 費 － － －

空 港 整 備 事 業 費 － － －

公 債 費 － － －

標　準　財　政　規　模　  　　 　(B) 454,912,157 449,411,950 5,500,207

実　質　赤　字　比　率　　(A/B×100) － － －

会　　計　　名
令和5年度

(a)
令和4年度

(b)
対前年度増減

(a-b)

一 般 会 計 等 実 質 収 支 額　　(A)

 
※ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費の歳入歳出差引額は、財政健全化法の算定上、翌年度事業に対する財源とみ

なされるため、実質収支額は算定されない。 

    備考：(A)欄の合計額は一般会計等の相互間の重複額を控除した純計による歳入及び歳出に基づいて算定したもの。 

なお、会計別内訳は純計に基づくものではない。 

実質赤字の場合は、実質収支額欄が負の値となる。 
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(2) 連結実質赤字比率 

①  概要 

連結実質赤字比率は、公営企業に係る特別会計等を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資

金の不足額の標準財政規模に対する比率であり、算定式は以下のとおりである。 

   

全会計の連結実質赤字額

標準財政規模
　連結実質赤字比率 ＝

 
 

備考:1 連結実質赤字額=(実質黒字額+資金剰余額)-(実質赤字額+資金不足額)がマイナスの値である。 

      2 資金不足額(法適用企業)=[{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債)+建設改

良費等以外の経費に充てる地方債}-流動資産]-解消可能資金不足額 

        資金剰余額(法適用企業)=流動資産-{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債

+建設改良費等以外の経費に充てる地方債} 

       なお、流動資産や流動負債からは一般会計等との重複額等の控除があるほか、宅地造成事業を行う特別会

計には土地評価差額等特例的な取扱いがある。 

      3 実質赤字額=繰上充用額+支払繰延額+事業繰越額 
 

令和５年度決算に基づく全会計の連結実質収支額は、第５表のとおりであり、全会計の連結実

質赤字は生じていないことから、当該比率は算定されない。 

 

第 ５ 表   連 結 実 質 赤 字 比 率 の 状 況 
 

（単位　金額：千円、比率：％）

令和4年度(b)

1,514,422 (0.7) 1,126,503 387,919

3,988,051 (2.0) 6,053,083 △ 2,065,032

1,422,331 (0.7) 1,725,016 △ 302,685

－ (－) － －

2,565,720 (1.3) 4,328,067 △ 1,762,347

－ (－) － －

197,715,968 (97.3) 196,793,020 922,948

市 場 事 業 費 － (－) － －

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 － (－) － －

農 業 集 落 排 水 事 業 費 － (－) － －

市 街 地 再 開 発 事 業 費 8,360,630 (4.1) 6,960,792 1,399,838

下 水 道 事 業 会 計 26,678,221 (13.1) 30,643,895 △ 3,965,674

新 都 市 整 備 事 業 会 計 120,840,125 (59.5) 109,109,843 11,730,282

港 湾 事 業 会 計 32,235,101 (15.9) 41,202,516 △ 8,967,415

自 動 車 事 業 会 計 △ 1,717,584 (△ 0.8) △ 1,672,025 △ 45,559

高 速 鉄 道 事 業 会 計 3,462,008 (1.7) 3,200,628 261,380

水 道 事 業 会 計 6,353,170 (3.1) 5,935,565 417,605

工 業 用 水 道 事 業 会 計 1,504,297 (0.7) 1,411,806 92,491

203,218,441 (100.0) 203,972,606 △ 754,165

454,912,157 449,411,950 5,500,207

－ － －

公 営 企 業 に 係 る 特 別 会 計 （ C ）

法
非
適
用

法

適
用

一 般 会 計 等 以 外 の 特 別 会 計 の う ち
公営企業に 係る 特別 会計 以外 の会 計（ B）

国 民 健 康 保 険 事 業 費

駐 車 場 事 業 費

介 護 保 険 事 業 費

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 ※ 1

会　　　計　　　名
実質収支額又は資金不足・剰余額 対前年度増減

(a－b)令和5年度(a)

一 般 会 計 等 （ A ）

連 結 実 質 収 支 額 （ D ＝ A ＋ B ＋ C ）

標 準 財 政 規 模 （ E ）

連 結 実 質 赤 字 比 率 （ D ／ E ）  
 ※1 後期高齢者医療事業費の歳入歳出差引額は、財政健全化法の算定上、翌年度事業に対する財源とみなされるため、実質収支額

は算定されない。 

備考：1 「実質収支額／資金不足・剰余額」欄の負の値は、公営企業に係る特別会計における資金不足額又はその他の会計における

実質赤字額を表している。 

2 表中の（ ）は「連結実質収支額(D)」に対する構成比率である。 
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なお、販売を目的とする土地を保有し宅地造成事業を行う特別会計における算定上特例的な取

扱については、「②宅地造成事業を行う特別会計の概要」で述べる。 

 

② 宅地造成事業を行う特別会計の概要 

神戸市において、宅地造成事業を行う特別会計は新都市整備事業会計（地方公営企業法適用）、

市街地再開発事業費（地方公営企業法非適用）の２会計である。 

新都市整備事業会計においては、第 6-1 表のとおり、流動資産から流動負債を差し引いた額（他

会計との重複額の控除等の調整後）(A)は 668 億円であるが、算定上の特例により販売用土地収入

見込額(B)を加え、販売経費等見込額 (C)、及び造成のために起こした地方債の現在高等(D)を差

し引きするため、財政健全化法における資金剰余額(E)は 1,208 億円であり、連結実質収支額の

59.5％にあたる。 

資金剰余額(E)が前年度に比べ 117 億円増加している。これは主として、令和６年度末の当該会

計の閉鎖に伴い地方債の現在高（D）が皆減したことによる。 

 

第 ６－１ 表   宅地造成事業を行う特別会計(法適用企業)の状況 

 

〔新都市整備事業会計〕(単位　金額：千円)

令和5年度
(a)

令和4年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

(A) 66,821,398 66,342,958 478,440

(B) 111,479,971 120,635,318 △ 9,155,347

(C) 57,461,245 59,350,433 △ 1,889,188

地方債の現在高 (D) 0 18,518,000 △ 18,518,000

資金剰余額  (A)＋(B)－(C)－(D) (E) 120,840,124 109,109,843 11,730,281

販売用土地収入見込額から控除する額

項　　　　　目

当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた額

販売用土地収入見込額

 
   
備考：1 (A)欄は、(流動資産-他会計との重複額)-(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債-

他会計との重複額) 

2 (B)欄は、時価評価から販売経費等見込額を控除した額、簿価のいずれか低い方である。 

時価評価は、区域ごとの販売公表価格を基準として販売実績の有無や売出開始後の経過年数を加味する方法

を用いて算定している。 

3 (D)欄は、算定の取扱い上、流動負債に計上されている地方債の現在高（185 億円）は含まれていない。 
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次に、市街地再開発事業費の状況は第 6-2 表のとおりであり、市街地再開発事業費の繰越金 (A)

に販売用土地収入見込額(B)を加え、地方債の現在高(C)を控除した額となる。 

市街地再開発事業費の繰越金(A)はなく、販売用土地収入見込額(B)が地方債の現在高(C)を上

回っていることから、財政健全化法の算定上、資金剰余額(D)が生じる。 

 

第 ６－２ 表   宅地造成事業を行う特別会計(法非適用企業)の状況 

〔市街地再開発事業費〕(単位　金額：千円)

令和5年度
(a)

令和4年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

-             -             -             

25,738,573 25,784,367 △ 45,794

17,377,943 18,823,575 △ 1,445,632

8,360,630 6,960,792 1,399,838資金剰余額  (A)＋(B)－(C)　　　 (D)

項　　　　　目

市街地再開発事業費の繰越金　　　(A)

販売用土地収入見込額    　　　　(B) 

地方債の現在高　 　　　　　　　 (C)

 

備考：(B)欄は、保留床売却収入見込額である。 
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(3) 実質公債費比率 

  ①  概要 

実質公債費比率は、一般会計等の実質的な公債費負担額の標準財政規模に対する比率（３か年

平均）であり、算定式は以下のとおりである。財政健全化法における早期健全化基準は 25％、財

政再生基準は 35％であり、また、18％以上になると地方債発行の協議団体から許可団体へ移行す

ることになる基準である。 

元利償還金・準元利償還金－特定財源－算入公債費等の額

標準財政規模－算入公債費等の額
実質公債費比率＝ の３か年平均

 

備考:1 準元利償還金は、公債基金の積立不足額を考慮して算定した額、満期一括償還地方債の１年当たりの元

金償還金相当額、公営企業債の元利償還金に充当した一般会計からの繰出金、阪神水道企業団の地方債

償還に対する負担金及び公債費に準じる債務負担行為に係るものの合計である。 

   2 算入公債費等の額は、元利償還金及び準元利償還金に係る地方交付税の基準財政需要額への算入額であ

る。 

 

当年度の算定状況は第７表のとおりである。 

準元利償還金の３か年平均が増加したため、実質公債費比率（３か年平均）は4.9％となり、前年

度（4.8％）に比べ0.1ポイント上昇している。 

当年度の実質公債費比率（単年度）は5.1％で、前年度（5.3％）に比べ0.2ポイント低下している。 

これは、標準税収入が増加したことにより標準財政規模が55億円増加したことによる。 

 

第 ７ 表   実 質 公 債 費 比 率 の 状 況 

(単位　金額：千円、比率：％)

令和5年度 令和4年度 令和3年度

地方債の元利償還金　　　  　 (A) 39,953,201 39,836,310 40,218,939

準元利償還金　　　　　　　　 (B) 67,971,643 64,860,484 63,605,357

特定財源　　　　　　　　　  (C) 33,585,559 28,382,181 30,593,954

元利償還金及び準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

(D) 53,951,418 55,463,654 55,463,132

標準財政規模　　　　　　　　 (E) 454,912,157 449,411,950 461,249,025

5.1% 5.3% 4.4%

4.9%

備考：1　令和4年度実質公債費比率(令和2年度～令和4年度の3か年平均)は、4.8％である。

実質公債費比率(単年度) 　

実質公債費比率(3か年平均)

　　　2　実質公債費比率(単年度)＝
(Ａ＋Ｂ)－Ｃ－Ｄ

×100
Ｅ－Ｄ

項　　　　　目
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(4) 将来負担比率 

   ①  概要 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担するべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で

あり、算定式は以下のとおりである。これは財政健全化法で導入された唯一のストック指標であ

り、政令市の早期健全化基準は 400％とされている。 

 

     

将来負担額－充当可能財源等

標準財政規模－算入公債費等の額
　将来負担比率 ＝

 

 

 令和５年度決算に基づく算定状況は第１図のとおりである。将来負担額１兆 7,102 億円から充

当可能財源等１兆 4,592 億円を差し引いた実質的な将来負担額は 2,510 億円であり、標準財政規

模から地方債の元利償還等に対する地方交付税の基準財政需要額への算入額を控除した額 4,009

億円に対する将来負担比率は 62.6％で、前年度（60.9％）に比べ 1.7 ポイント上昇している。 

これは、前年度と比べて、地方債残高が増加したことによる。
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第 １ 図   将  来  負  担  比  率  の  状  況 

 

ｱ 地方債の現在高

13,903(81.3%）

ｲ 債務負担行為に

基づく支出予定額

61(0.4%)

ｳ 公営企業債等繰入

見込額1,868(10.9%)  

ｴ 組合等負担

見込額 1(0.0%)

ｵ 退職手当負担見込額

1,250(7.3%)
ｶ 設立法人の負債額等負

担見込額 16(0.1%)

ｷ 基準財政需要額

算入見込額

8,038(55.1%)

ｸ 特定歳入

1,989(13.6%)

ｹ 基金

4,564(31.3%)

C 標準財政規模

Ｄ 算入公債費等の額

539

0

5,000

10,000

15,000

20,000

A 将来負担額 B 充当可能財源等

（億円）

Ｃ－Ｄ＝4,009

実質的な将来負担額

Ａ－Ｂ＝2,510

Ａ 将来負担額
17,102（億円）

Ｂ 充当可能財源等
14,592（億円）

Ｃ 標準財政規模
4,549（億円）

（算定式）
Ａ－Ｂ

将来負担比率＝
Ｃ－Ｄ

＝ 62.6%62.6%

 

 備考：グラフ上の( )は、A:将来負担額に対する構成比率、B:充当可能財源等に対する構成比率である。 

                                                    



- 12 - 

  

 ②  一般会計等の将来負担額 

一般会計等の将来負担額の状況は第 8 表のとおりであり、主として地方債の現在高が増加した

ことにより、前年度に比べ 252 億円増加している。 

 

第 ８ 表   一 般 会 計 等 の 将 来 負 担 額 の 状 況 

(単位 金額：千円、比率：％)

令和4年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

1,390,372,444 (346.8) 1,375,102,444 15,270,000

6,152,451 (1.5) 7,312,991 △ 1,160,540

186,873,246 (46.6) 180,870,293 6,002,953

134,088 (0.0) 144,940 △ 10,852

125,070,640 (31.2) 120,571,737 4,498,903

1,664,180 (0.4) 1,006,188 657,992

－ (－) － －

－ (－) － －

1,710,267,049 (426.5) 1,685,008,593 25,258,456

454,912,157 449,411,950 5,500,207

53,951,418 55,463,654 △ 1,512,236

400,960,739 393,948,296 7,012,443

組合等負担見込額　　　　　  　 エ　　　

退職手当負担見込額　　　　　　 オ

設立法人の負債額等負担見込額　 カ　

連結実質赤字額　　　　　　　　 ①

組合等連結実質赤字額負担見込額   ②

将来負担額合計(ア～カ計＋①＋②)

( 参 考 ) 標 準 財 政 規 模 C

( 参 考 ) 算 入 公 債 費 等 D

(参考 )将来負担比率算式の分母(C－D)

公営企業債等繰入見込額　　　　 ウ

項　　　　目
令和5年度

(a)

地方債の現在高　　　　　　　　 ア　

債務負担行為に基づく支出予定額 イ

 

    備考:1 表中のアからカ、C、D は第１図参照 

        2 表中の（ ）は、将来負担比率算式の分母（C-D）に対する比率である。 

 

各算定要素の概要は、以下のとおりである。 

ア 地方債の現在高 

一般会計等の地方債の現在高は１兆 3,903 億円で、将来負担額の 81.3％にあたる。主として

土木債が 98 億円増加したほか、教育債が 46 億円、臨時財政対策債が 42 億円増加したことなど

により、前年度に比べ 152 億円増加している。 

 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 

債務負担行為に基づく支出予定額は 61 億円である。 

主な内訳は、東灘区及び北区の庁舎整備に係るもの 38 億円、中央卸売市場本場の再整備など

ＰＦＩ事業に係るもの 17 億円などである。庁舎整備に係る債務負担行為が前年度に比べ９億円

減少したこと等により、支出予定額は前年度に比べ 11 億円減少している。 
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ウ 公営企業債等繰入見込額 

一般会計等以外の特別会計の企業債等元金償還に対する一般会計等からの繰入見込額は

1,868 億円で、将来負担額の 10.9％にあたる。これは、一般会計等以外の特別会計 15 会計のう

ち下水道事業会計など９会計に対するものであり、内訳は第９表のとおりである。 

宅地造成事業以外については、企業債残高に過去３か年の準元金償還金を元金償還金で除し

た繰入実績等の平均値を乗じて算定されるが、経常赤字の公営企業は総務省が定める繰出基準

に基づく繰入見込額が下限となる。 

宅地造成事業については、現在の繰入実績の有無にかかわらず、事業終了時の実質的な債務

超過に相当する額が算定される。 

前年度に比べ繰入見込額が 60 億円増加（第８表参照）しているのは、港湾事業会計において、

前年度に比べ、企業債元金償還に係る繰入見込額が増加したことなどによるものである。 

 

第 ９ 表   公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 の 状 況 

（単位　金額：千円）

繰入見込額
宅地造成事業

以外(A)

繰入見込額
宅地造成事業

(B)

合　　計
(A)+(B)

繰入見込額
宅地造成事業

以外(A)

繰入見込額
宅地造成事業

(B)

合　　計
(A)+(B)

市 場 事 業 費 4,925,496 - 4,925,496 4,814,233 - 4,814,233

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 1,305,042 - 1,305,042 1,281,214 - 1,281,214

農 業 集 落 排 水 事 業 費 4,166,220 - 4,166,220 4,493,777 - 4,493,777

市 街 地 再 開 発 事 業 費 8,361,728 - 8,361,728 8,836,730 -              8,836,730

下 水 道 事 業 会 計 49,524,185 - 49,524,185 50,579,327 - 50,579,327

港 湾 事 業 会 計 66,010,902 - 66,010,902 61,741,193 - 61,741,193

自 動 車 事 業 会 計 1,391,766 - 1,391,766 912,808 - 912,808

高 速 鉄 道 事 業 会 計 51,150,918 - 51,150,918 48,170,476 - 48,170,476

水 道 事 業 会 計 36,989 - 36,989 40,535 - 40,535

合　　計 186,873,246 - 186,873,246 180,870,293 -              180,870,293

会　計　名

令和5年度 令和4年度

 

備考：1 市街地再開発事業費の（B）は、繰入見込額がないため算定されない。 

   2 新都市整備事業会計は、（A）（B）とも繰入見込額がないため上表に記載していない。 

 

エ 組合等負担見込額 

阪神水道企業団が実施する水源開発等施設整備に係る地方債の償還額等については、繰出基

準の対象となる地方債等の現在高に構成団体ごとの負担率を乗じて算定している。神戸市の負

担見込額は、主として対象となる地方債の償還進捗等により、前年度に比べ 1,085 万円減少し、

１億 3,408 万円であった。 

また、兵庫県後期高齢者医療広域連合及び関西広域連合については神戸市が負担するべき地

方債現在高はないため、負担見込額は算定されない。 

なお、各団体においては、当年度の連結実質赤字額はなく、組合等連結実質赤字額に係る負
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担見込額（第８表②）は算定されない。 

 

オ 退職手当負担見込額 

当年度末退職者を除く全職員のうち、一般会計等が実質的に退職手当を負担する職員が、当

年度末に自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給するべき退職手当額である。 

退職手当負担見込額は 1,250 億円であり、前年度に比べ 44 億円増加している。これは定年延

長に伴い勤続年数の長い職員数が増加したこと及び給与改定により給与基本額が増加したこと

による。 

 

カ 設立法人の負債額等負担見込額 

(ｱ) 神戸市道路公社に係るもの 

神戸市道路公社の負債額に係る一般会計等の負担見込額は第 10 表のとおりである。 

借入金残高は 151 億円、将来収支見込額は 221 億円で、償還に充てることができる現預金等

も 60 億円あるため、負担見込額は算定されない。 

なお、財政健全化法においては、神戸市からの出資金 249 億円及び神戸市からの長期借入金

18 億円を同公社に係る負担見込額の算定上考慮しない。 

 

第 １０ 表   道路公社の負債額に係る負担見込額の状況 

（単位　金額：千円）

借入金残高 将来収入見込額 将来支出見込額 将来収支見込額
道路事業損失
補てん引当金

負担見込額
（負の場合0）

（A） （B） （C） (D)=(B)-(C) （E） (A)-(D)-(E)

道路特措法 15,121,425 66,476,236 44,736,267 21,739,969

上記以外 － 683,640 317,550 366,090

計 15,121,425 67,159,876 45,053,817 22,106,059

道路特措法 15,627,818 71,120,711 50,631,985 20,488,726

上記以外 － 696,832 390,192 306,640

計 15,627,818 71,817,543 51,022,177 20,795,366

道路特措法 △ 506,393 △ 4,644,475 △ 5,895,718 1,251,243

上記以外 － △ 13,192 △ 72,642 59,450

計 △ 506,393 △ 4,657,667 △ 5,968,360 1,310,693

対前年度増減
（a-b）

1,029,692 －

年　　度

令和5年度（a） 6,059,091 －

令和4年度（b） 5,029,400 －

 

備考：1 (B)欄及び(C)欄は、道路整備特別措置法に係る業務については計画上の収入及び支出をそれぞれ過去 

３か年の実績に応じて補正し、それ以外の業務については３か年平均値に業務実施見込期間を掛けて 

算出している。 

2 (E)欄は道路整備特別措置法施行令に基づく道路事業損失補てん引当金のうち、現預金等借入金の償還に

充てることができるものに限る。 
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(ｲ) 地方独立行政法人に係るもの 

神戸市の地方独立行政法人としては、神戸市公立大学法人、公立大学法人神戸市看護大学及

び地方独立行政法人神戸市民病院機構があるが、各法人とも繰越欠損金はなく、負担見込額は

算定されない。 

 

(ｳ) 損失補償債務等に係るもの 

損失補償債務等に係る負担見込額の状況は第 11 表のとおりであり、負担見込額は 16 億円で

ある。 

(ⅰ) 第三セクター等に係る損失補償債務等に係る負担見込額 

公益財団法人神戸医療産業都市推進機構に対し、神戸市が損失補償を行っている債務 33

億円を対象に、法人の財務諸表における経常損益や純資産等の状況等に応じて国の算定基準

に基づき、神戸市の負担見込額が算定されている。当年度は、経常損益が悪化したことによ

り、損失補償債務の負担見込額への算入率が前年度の 30％から 50％となり、負担見込額は

16 億 5,000 万円に増加した。 

(ⅱ) 公的信用保証、その他の損失補償債務等に係る負担見込額 

公的信用保証及びその他の損失補償債務等に係る負担見込額は 1,418 万円で、前年度に比

べ微減となった。 

 

第 １１ 表   損失補償債務等に係る負担見込額の状況 

(単位　金額：千円)

令和5年度
(a)

令和4年度
(b)

対前年度増減
(a-b)

(ⅰ) 第三セクター等に係る損失補償債務等負担見込額 ※１ 1,650,000 990,000 660,000

(公財)神戸医療産業都市推進機構 1,650,000 990,000 660,000
(ⅱ) 公的信用保証，その他の損失補償債務等に係る負担見込額 14,180 16,188 △ 2,008

神戸電鉄株式会社 ※２ 14,180 16,188 △ 2,008

1,664,180 1,006,188 657,992合　　　　　　計

団　　　体　　　名

 

   ※1 損失補償債務等に係る負担見込額の算定要素である経常損益からは神戸市の補助金等財政支援分が除かれる。 

※2 三田線複線化等事業に係る損失補償債務。 
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③ 充当可能財源等 

一般会計等の将来負担額に対する充当可能財源等の状況は第 12 表のとおりであり、充当可能財

源等合計額は１兆 4,592 億円で、前年度に比べ 144 億円増加している。 

 

第 １２ 表  充 当 可 能 財 源 等 の 状 況  

（単位　金額：千円、比率：％）

令和4年度
(b)

対前年度増減
(a－b)

803,889,526 (55.1) 816,492,931 △ 12,603,405

充当可能特定歳入 ク 198,910,288 (13.6) 200,650,424 △ 1,740,136

105,522,409 (7.2) 103,197,685 2,324,724

48,713,540 (3.3) 49,741,928 △ 1,028,388

44,674,339 (3.1) 47,710,811 △ 3,036,472

－ (－) － －

充当可能基金     ケ 456,435,338 (31.3) 427,678,548 28,756,790

386,981,806 (26.5) 358,174,453 28,807,353

33,921,962 (2.3) 34,269,004 △ 347,042

14,725,501 (1.0) 15,598,498 △ 872,997

20,806,069 (1.4) 19,636,593 1,169,476

1,459,235,152 (100.0) 1,444,821,903 14,413,249

その他の基金

充当可能財源等合計（キ～ケ計）

転貸債に係る償還金

公営住宅の使用料等

国庫支出金等

公債基金

都市整備等基金

財政調整基金

都市計画税収

項　　　　目
令和5年度

(a)

基準財政需要額算入見込額  キ

 

    備考：1 表中のキ、ク、ケは第１図（11 頁）参照 

      2 表中の（ ）は充当可能財源等に対する構成比率である。 

 

ア 基準財政需要額算入見込額（第 12 表 キ ） 

基準財政需要額算入見込額は 8,038 億円で、充当可能財源等の 55.1％にあたる。これは、地方

債償還元金等に対する地方交付税の基準財政需要額への算入見込額であり、地方債現在高等に国

が定めた算入率を乗じて算定され、前年度に比べ算入見込額は 126 億円減少しているが、これは

臨時財政対策債償還基金費に係る算入見込額が減少したことなどによる。 

イ 地方債の元金償還に対する充当可能特定歳入（第 12 表 ク ） 

地方債の元金償還に対する充当可能特定歳入は 1,989 億円で、充当可能財源等の 13.6％にあた

る。前年度に比べ 17 億円減少しているが、これは、地方債の償還に充てる公営住宅の使用料等の

充当見込額が減少したことなどによる。 

  ウ 充当可能基金（第 12 表 ケ ） 

充当可能基金は、財政健全化法上では、法律で使途が限定されている基金や公営企業に設けら

れた基金を除く全ての基金（繰替運用や不動産等で保有する部分を除く）とされており、充当可

能基金額は公債基金など 19 基金 4,564 億円で、充当可能財源等の 31.3％にあたる。 

前年度に比べ 287 億円増加しているが、これは公債基金が増加したことなどによる。 
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３ 公営企業の資金不足比率 

(1) 概要 

資金不足比率は、各公営企業における資金の不足額の事業規模に対する比率であり、算定式は以

下のとおりである。 

  

資金の不足額

事業規模
　資金不足比率 ＝

 
備考:1 資金の不足額 

〔法適用〕=[{(流動負債-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債)+建設改良費等以外の経費に充

てる地方債}-流動資産]-解消可能資金不足額 

〔法非適用〕=(実質赤字額+建設改良費等以外の経費に充てる地方債)-解消可能資金不足額 

       なお、神戸市の法非適用の公営企業に対しては一般会計が収支差補填等の繰出を行っており実質赤字額は生

じていない。 

     2 事業規模=営業収益の額-受託工事収益の額（法非適用の場合はそれぞれ相当する額) 

なお、宅地造成事業のみを行っている公営企業（法適用）は事業規模=資本+負債である。 

 

財政健全化法上、資金不足比率が経営健全化基準である 20％以上になると、経営健全化計画を議

会の議決を経て定めなければならない。このほか、地方財政法上、資金不足比率が 10％以上になる

と、起債にあたり総務大臣の許可が必要となり、資金不足解消計画の策定が必要となる。 

令和５年度決算に基づく資金不足比率の状況は第 13 表のとおりであり、公営企業に係る特別会計

11 会計のうち、資金不足比率が算定されたのは自動車事業会計の１会計である。 

自動車事業会計は、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響による資金不足を補てん

するため認められた特別減収対策債を１億８千万円発行したが、当年度の資金不足比率は 19.4％と

なっており、前年度の 19.1%から若干悪化している。 

 

第 １３ 表   資 金 不 足 比 率 の 状 況 

 
（単位　金額：千円、比率：％）

- 1,429,756 - - 1,411,106 -

- 172,990 - - 170,327 -

- 96,512 - - 114,981 -

△ 8,360,630 0 - △ 6,960,792 1,912,160 -

△ 26,678,221 22,605,130 - △ 30,643,895 22,732,661 -

△ 120,840,125 179,845,636 - △ 109,109,843 186,219,651 -

△ 32,235,101 15,961,254 - △ 41,202,516 16,522,410 -

1,717,584 8,828,183 19.4 1,672,025 8,725,255 19.1

△ 3,462,008 20,311,693 - △ 3,200,628 19,567,293 -

△ 6,353,170 29,834,961 - △ 5,935,565 30,121,345 -

△ 1,504,297 1,458,081 - △ 1,411,806 1,443,885 -
※1

備考：資金不足額欄において、資金不足額は正数表示となる。

令和5年度資金不足額=[流動負債70億円-流動負債に計上されている建設改良費等に充てる企業債7億円+建設改良費等以外の経費に充てる

地方債39億円-流動資産46億円-解消可能資金不足額39億円]

会　計　名

市 場 事 業 費

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費

農 業 集 落 排 水 事 業 費

市 街 地 再 開 発 事 業 費

下 水 道 事 業 会 計

港 湾 事 業 会 計

新 都 市 整 備 事 業 会 計

自 動 車 事 業 会 計 ※ 1

高 速 鉄 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

資金不足額 事業規模
資金不
足比率

令和4年度令和5年度

資金不足額 事業規模
資金不
足比率

 

 





 

 

 

《 参 考 資 料 》 

 

 

 

 

 

別表 １－１～１－２、２－１～２－２ 
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《 総務省「令和４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要(確報)」より集計》 

別表１－１   令和４年度決算に基づく健全化判断比率(政令市)の状況 

（単位　比率：％）

札 幌 市 － 札 幌 市 － 大 阪 市 1.3 浜 松 市 －

仙 台 市 － 仙 台 市 － 相 模 原 市 2.7 大 阪 市 －

さ い た ま 市 － さ い た ま 市 － 札 幌 市 2.9 堺 市 －

千 葉 市 － 千 葉 市 － 浜 松 市 4.4 岡 山 市 －

横 浜 市 － 横 浜 市 － 神 戸 市 4.8 相 模 原 市 2.0

川 崎 市 － 川 崎 市 － 岡 山 市 5.3 さいたま市 16.4

相 模 原 市 － 相 模 原 市 － 熊 本 市 5.4 札 幌 市 21.8

新 潟 市 － 新 潟 市 － 堺 市 6.0 静 岡 市 34.3

静 岡 市 － 静 岡 市 － 静 岡 市 6.3 仙 台 市 57.5

浜 松 市 － 浜 松 市 － 仙 台 市 6.5 神 戸 市 60.9

名 古 屋 市 － 名 古 屋 市 － さいたま市 6.6 福 岡 市 74.3

京 都 市 － 京 都 市 － 名 古 屋 市 6.8 名 古 屋 市 88.6

大 阪 市 － 大 阪 市 － 福 岡 市 8.4 熊 本 市 102.2

堺 市 － 堺 市 － 川 崎 市 8.7 川 崎 市 123.4

神 戸 市 － 神 戸 市 － 横 浜 市 9.7 千 葉 市 125.0

岡 山 市 － 岡 山 市 － 広 島 市 9.8 新 潟 市 126.7

広 島 市 － 広 島 市 － 北 九 州 市 10.4 横 浜 市 129.2

北 九 州 市 － 北 九 州 市 － 千 葉 市 10.6 北 九 州 市 147.2

福 岡 市 － 福 岡 市 － 新 潟 市 11.7 京 都 市 148.6

熊 本 市 － 熊 本 市 － 京 都 市 11.9 広 島 市 164.8

平　　均 － 平　　均 － 平　　均 7.3 平　　均 86.0

実 質 赤 字 比 率 連 結実 質赤 字 比率 実 質 公 債 費 比 率 将 来 負 担 比 率

 
備考 1 実質赤字額や連結実質赤字額及び将来負担額がない場合は、「－」と表記している。 

2 早期健全化基準は、各団体とも実質赤字比率 11.25％、連結実質赤字比率 16.25％、実質公債費比率 25％、 

将来負担比率 400％である。政令市はいずれの比率も早期健全化基準を下回っている。 

      3 平均値は加重平均である。 

 

別表１－２   令和４年度決算に基づく健全化判断比率が早期健全化基準以上である団体数 

 

- - - - -

- - - - -

- - 1 (1) - 1 (1)

- - - - -

- - 1 (1) - 1 (1)

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字 比率 実質公 債費 比率 将 来 負 担 比 率 合 計

都道府県　 (47団体)

政 令 市　 (20団体)

市    区　(795団体)

町    村　(926団体)

合  計　(1,788団体)
 

 
備考 1 （ ）内の数値は、財政再生基準以上である団体数であり、内数である。 

   2 将来負担比率には、財政再生基準はない。 

   3 「合計」は、延べ団体数であり、早期健全化基準（財政再生基準）以上である団体の純計は、1(1)団体(市

1(1))である。 
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別表２－１  令和４年度決算に基づく資金不足比率(政令市の公営企業会計)の状況 

   

公営企業会計名 資金不足額 資金不足比率

自動車事業会計 1,672,025 19.1

自動車運送事業会計 217,114 3.7

1,889,139 -政令市合計

政 令 市

（単位　金額：千円、比率：％）

神 戸 市

仙 台 市

 

備考 1 資金不足額がある公営企業会計のみ記載している。 

2 資金不足比率には、財政再生基準はない。 

 

別表２－２  令和４年度決算に基づく資金不足比率が経営健全化基準以上である公営企業会計数 

水 道 事 業 - / 24 - / 19 - / 1,165 - / 97 - / 1,305

簡 易 水 道 事 業 - / - - / 2 - / 466 - / 1 - / 469

工業用 水道 事業 - / 38 - / 9 - / 92 - / 10 - / 149

交 通 事 業 - / 3 - / 18 1 / 56 - / 3 1 / 80

電 気 事 業 - / 25 - / 2 - / 68 - / 2 - / 97

ガ ス 事 業 - / - - / 1 - / 18 - / - - / 19

港 湾 整 備 事 業 - / 35 - / 4 - / 41 - / 6 - / 86

病 院 事 業 - / 35 - / 14 1 / 431 - / 78 1 / 558

市 場 事 業 - / 8 - / 18 - / 113 - / 9 - / 148

と 畜 場 事 業 - / 2 - / 6 - / 22 - / 4 - / 34

宅 地 造 成 事 業 - / 48 - / 16 1 / 316 - / 2 1 / 382

下 水 道 事 業 - / 45 - / 28 1 / 2,121 - / 21 1 / 2,215

観 光 施 設 事 業 - / 6 - / 4 - / 201 - / - - / 211

そ の 他 事 業 - / 14 - / 2 - / 61 - / 19 - / 96

合 計 - / 283 - / 143 4 / 5,171 - / 252 4 / 5,849

都道府県 政令市 市区町村 一部事務組合等 合計

 

（注）分母は事業種類別の公営企業会計数である。 

 


